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バッテリー交換式 EV とバッテリーステーション活用による地域貢献型脱炭素物流等構築事業 

公募要領（改訂履歴） 

 

令和３年８月 3 日   

 

改訂前 改訂後 

・公募要領 p.2 Ａマスタープラン策定事業（２）対象事業〈要件〉 

イ バッテリーステーションには、自家消費型の再生可能エネルギ

ー電力を活用する（※２）計画とし、その電力は外部系統に接続

することなく直接供給可能なシステムとすること。ただし、導入

する車両が四輪車以外の場合は、自家消費型の再生可能エネルギ

ーの活用を優先的に検討することとし、物流・配送拠点等の実情

に応じて再生可能エネルギー由来の電力メニュー等の活用を検

討することも可とする。 

 

 

イ バッテリーステーションには、自家消費型の再生可能エネルギ

ー電力を活用する（※２）計画とし、その電力は外部系統に接続

することなく直接供給可能なシステムとすること。ただし、導入

する車両が自動二輪車および原動機付自転車の場合は、自家消費

型の再生可能エネルギーの活用を優先的に検討することとし、物

流・配送拠点等の実情に応じて再生可能エネルギー由来の電力メ

ニュー等の活用を検討することも可とする。 

 

・公募要領 p.4 Ｂモデル構築支援事業（２）対象事業〈要件〉 

イ バッテリーステーションには、自家消費型の再生可能エネルギ

ー電力を活用する（※２）こととし、その電力は外部系統に接

続することなく直接供給可能なシステムとすること。ただし、

導入する車両が四輪車以外の場合は、自家消費型の再生可能エ

ネルギーの活用を優先的に検討することとし、物流・配送拠点

等の実情に応じて再生可能エネルギー由来の電力メニュー等を

活用することも可とする。 

 

 

イ バッテリーステーションには、自家消費型の再生可能エネルギ

ー電力を活用する（※２）こととし、その電力は外部系統に接

続することなく直接供給可能なシステムとすること。ただし、

導入する車両が自動二輪車および原動機付自転車の場合は、自

家消費型の再生可能エネルギーの活用を優先的に検討すること

とし、物流・配送拠点等の実情に応じて再生可能エネルギー由

来の電力メニュー等を活用することも可とする。 
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・公募要領 p.14 Ⅲ 応募の方法  １ 応募申請書類について  （１）応募申請提出書類 

 

（改訂前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（改訂後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


